
平成２１年度越生町の給与・定員管理等について

１　総括
（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率 （参考）

（20年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 19年度の人件費率

20年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

12,997 3,542,503 175,909 925,574 26.1 26.7

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

区分
職員数 給　与　費 一人当たり

給与費Ｂ/Ａ
(参考)類似団体平均
一人当たり給与費Ａ 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　　Ｂ

20年度
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

108 417,099 59,879 170,896 647,874 5,999 5,897

（注）1 　職員手当には退職手当が含まれていません。

2 　職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

3 　職員数には、水道課職員、国民健康保険・国民年金担当職員、介護保険担当職員は含まれません。

（３）ラスパイレス指数の状況　（各年４月１日現在）

（注）1 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
です。

2 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
です。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

①一般行政職

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

越生町 44.2 歳 327,000 円 368,768 円 360,897 円

埼玉県 44.1 歳 359,949 円 451,734 円 407,762 円

国 41.5 歳 325,521 円 　　－ 円 391,770 円

類似団体 43.0 歳 319,315 円 366,790 円 346,969 円
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②全職員

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

越生町 43.7 歳 321,400 円 362,072 円 353,659 円

（注）1 「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な
どの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもので
す。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
手当等の手当が含ませていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

3 　一般行政職には、保育士、保健師、税務職員、水道課職員、教育委員会指導主事を含まないもので
す。

（２）職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）
区分 越生町 埼玉県 国

一般行政職
大学卒 172,200 円 178,800 円 172,200 円

高校卒 140,100 円 144,500 円 140,100 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）
区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 273,000 円 295,100 円 341,400 円

高校卒 　　　　　　－ 円 270,300 円 334,300 円

（注） 勤続年数10年は10～15年、15年は15～20年、20年は20～25年の計金額を掲載しています。

なお、経験年数10年（高校卒）については、該当者がいないため記載していません。

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 主事の職務
人 ％

5 5.6

２級 主任の職務
人 ％

18 20.2

３級 主査の職務
人 ％

29 32.6

４級 主席主査の職務
人 ％

9 10.1

５級 課長補佐・主幹の職務
人 ％

19 21.4

６級 課長・参事・専門監の職務
人 ％

9 10.1

（注）1 　越生町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　平成１８年度より職位評価、業績評価、勤務評定要素基準評価を実施し、過去1年間の勤務成績を1月の定期
昇給に反映しています。評価は、Ａ極めて良好、Ｂ特に良好、Ｃ良好、Ｄやや良好でない、Ｅ良好でないの５
段階でおこなっています。



４　職員の手当の状況
（１）期末手当・勤勉手当

越生町 埼玉県 国

1人当たり平均支給額（20年度） 1人当たり平均支給額（20年度）

1,567 千円 1,974 千円 －

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0 月分 1.5 月分 3.0 月分 1.5 月分 3.0 月分 1.5 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　5％～15％ 役職加算　  　5％～20％ 役職加算　  　5％～20％

管理職加算　 20％～25％ 管理職加算　 10％～25％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

　平成１８年度より職位評価、業績評価、勤務評定要素基準評価を実施し、6月1日、12月1日を基準日とするそ
れぞれ基準日前半年間の勤務成績を6月・12月の勤勉手当に反映しています。評価は、Ａ極めて良好、Ｂ特に良
好、Ｃ良好、Ｄやや良好でない、Ｅ良好でないの５段階でおこない、評価により一定金額を加算又は減額して
います。

（２）退職手当（平成２１年４月１日現在）
越生町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50 月分 30.55 月分 勤続20年 23.50 月分 30.55 月分

勤続25年 33.50 月分 41.34 月分 勤続25年 33.50 月分 41.34 月分

勤続35年 47.50 月分 59.28 月分 勤続35年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年早期退職加算措置（2％～20％） 定年早期退職加算措置（2％～20％）

1人当たり平均支給額

千円 16,768 千円

（注）1 　越生町は、埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、支給率については同組合の条例に基づくもの
です。

（注）2 　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（平成２１年４月１日現在）
支給実績（20年度決算） 18,937 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算） 160,483 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の制度

町内 2 ％ 124 人 0 ％

（２２年度の制度完成時）
支給対象地域 支給率 国の制度(支給率)

町内 0 ％ 0 ％

（注） 　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げるこ
ととしています。

※越生町は、国の支給率の設定が０％のため、段階的に引き下げ、平成２２年４月１日までに０％とする条例
を可決済みです。

（４）特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）
越生町は、全ての特殊勤務手当を廃止しました。



（５）時間外勤務手当
支給実績（20年度決算） 3,921 千円

職員1人当たり平均支給額（20年度決算） 46 千円

支給実績（19年度決算） 4,047 千円

職員1人当たり平均支給額（19年度決算） 48 千円

（６）その他の手当（平成２１年４月１日）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（20年度決算）

支給職員1人当たり

平均支給年額

（20年度決算）

扶養手当

配偶者13,000円、配偶者以
外扶養親族1人につき6,500
円
特定期間のある扶養親族と
しての子のついては、
5,000円を加算

同

千円 円

15,317 243,127

住居手当

借家等居住者は家賃に応じ
て支給（最高限度27,000
円）、持ち家居住者4,500
円

異
国：持ち家
居住者2,000
円

千円 円

4,775 78,275

通勤手当

交通機関（電車等）利用者
は運賃相当額（原則６か月
分を年２回支給）
交通用具（自動車等）利用
者は距離に応じた額（2キ
ロメートル以上）

同

千円 円

3,779 55,574

管理職手当

課　　長　　50,000円
局　　長　　50,000円
専 門 監　　40,000円
課長補佐　　30,000円
主　　幹　　25,000円

異

千円 円

12,260 383,125

休日勤務手当 時間外勤務手当による
千円 円

－ －

日直手当

日額4,200円(年末･年始の
み加算措置、1月1日8,000
円、12月31日･1月2日･3日
6,000円、12月29日･30日
5,000円

異
年末･年始の
加算措置

千円 円

1,093 11,880

管理職員特
別勤務手当

管理職手当の支給を受ける
職員が公務の運営の必要に
より週休日又は休日に勤務
した場合

異

勤務時間が6
時間を超え
る場合のみ
支給

千円 円

112 10,182



５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）
区分 給料月額等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

町 長
586,400 円 896,000 円 ／ 480,000 円

（ 733,000 円）

副 町 長
616,000 円 689,000 円 ／ 467,200 円

（ － 円）

報
酬

議 長
297,000 円 408,000 円 ／ 230,000 円

（ － 円）

副 議 長
227,000 円 340,000 円 ／ 176,000 円

（ － 円）

議 員
214,000 円 320,000 円 ／ 155,000 円

（ － 円）

期
末
手
当

町 長 （20年度支給割合）

副 町 長 4.4 月分

収 入 役

議 長 （20年度支給割合）

副 議 長 4.4 月分

収 入 役

退
職
手
当

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

町 長 給料月額×勤続期間月数×35/100×115/100 14,161,560 円 退職後

副 町 長 給料月額×勤続期間月数×21/100×115/100 7,140,672 円 退職後

備 考

（注）1 　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

2 　退職手当の「１期の手当」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
勤めた場合における退職手当の見込額です。

６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年４月１日現在）

区分 職員数
対前年増減数 主な増減理由

部門 平成20年 平成21年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 2 2 0

総 務 31 33 2 業務充実のための増員

税 務 11 11 0

農林水産 7 7 0

商 工 4 4 0

土 木 8 8 0

民 政 20 19 -1 事務事業見直しに伴う減員

衛 生 10 10 0

計 93 94 1

〈参考〉

　人口１万人当たりの職員数　　72.32人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　80.13人）

教育部門 16 15 -1 事務事業見直しに伴う減員

消防部門 0

小　　計 109 109 0

〈参考〉

　人口１万人当たりの職員数　　83.87人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　102.18人）

　
　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

水　　道 8 8 0

国民健康保険 3 3 0

国民年金 2 2 0

上野東土地区画整理 1 0 -1 業務終了に伴う減員

介護保険 4 4 0

小　　計 18 17 -1

合　　計
127 126 -1 〈参考〉

［169］ ［169］ ［0］ 　人口１万人当たりの職員数　　96.95人

（注）1 　職員数は一般職に属する職員数です。

2 　［　］内は、条例定数の合計です。



（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

区分
20歳
未満

20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
60歳
以上

計～～～～～～～～～～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

職員数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人　

0 2 4 4 20 17 16 18 12 16 16 0 125

（注） 　職員数は教育長は含みません。

（３）定員適正化
① 　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

人 人 人 ％

135 127 8 5.93

（注） 　職員数は教育長を含みます。

② 　越生町定員管理適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）
計画期間

数値目標
始期 終期

平成14年4月1日 平成25年4月1日 114人

③ 　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
区分 17年

計画始期
18年 19年 20年 21年 17年～21年 （参考）

部門 1年目 2年目 3年目 4年目 計 数値目標

一般行政
職員数 104 97 95 93 94 － 94

増　減 -7 -2 -2 1 -10

教育
職員数 17 20 17 16 15 － 18

増　減 3 -3 -1 -1 -2

消防
職員数 － － － － －

増　減 － － － － －

公営企業
等会計

職員数 14 14 16 18 17 － 15

増　減 0 2 2 -1 3

計
職員数 118 131 128 127 126 － 127

増　減 13 -3 -1 -1 8

（注）1 　計画期間は、１７～２２年の５年間です。

2 　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

3 　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの
職員増減数の累計を示します。



７　公営企業職員の状況
（１）水道事業

① 職員給与費の状況
ｱ　決算

区分
総費用

純損益又は実質収支
職員給与費

総費用に占める
職員給与費比率

（参考）
19年度の総費用に占
める職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

20年度

千円 千円 千円 ％ ％

293,426 △ 9,519 47,877 16.3 16.8

区分
職員数 給　与　費 一人当たり

給与費Ｂ/Ａ
(参考)17年度平均
一人当たり給与費Ａ 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　　Ｂ

20年度
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

8 29,860 5,565 12,452 47,877 5,985 6,897

（注）1 　職員手当には退職給与金を含みません。

2 　給与費は当初予算に計上された額です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日）
区分 平均年齢 基本給 平均月収入

越生町 42.5 歳 339,950 円 498,726 円

団体平均 歳 円 円

事業者 歳 円

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

水道事業 越生町

1人当たり平均支給額（20年度） 1人当たり平均支給額（20年度）

1,557 千円 1,600 千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0 月分 1.5 月分 3.0 月分 1.5 月分

(1.6) 月分 (0.7) 月分 (1.6) 月分 (0.7) 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の等級による加算措置 　職制上の段階、職務の等級による加算措置

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。しかし、対象者は現在おりません。

イ　退職手当
→　４（２）を参照

ウ　地域手当（平成２１年４月１日現在）
支給実績（20年度決算） 1,287 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算） 160,876 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度

町内 2 ％ 8 人 2 ％

（２２年度の制度完成時）
支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

町内 0 ％ 0 ％

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）
全ての特殊勤務手当を廃止しました。



オ　時間外勤務手当
支給実績（20年度決算） 721 千円

職員1人当たり平均支給年額（20年度決算） 120 千円

支給実績（19年度決算） 1,041 千円

職員1人当たり平均支給年額（19年度決算） 148 千円

（注）　 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（20年度決算）

支給職員1人当たり

平均支給年額

（20年度決算）

扶養手当

配偶者13,000円、配偶者以
外扶養親族1人につき6,500
円
特定期間のある扶養親族と
しての子のついては、
5,000円を加算

同

千円 円

1,488 372,000

住居手当

借家等居住者は家賃に応じ
て支給（最高限度27,000
円）、持ち家居住者4,500
円

同

千円 円

806 161,100

通勤手当

交通機関（電車等）利用者
は運賃相当額（原則６か月
分を年２回支給）
交通用具（自動車等）利用
者は距離に応じた額（2キ
ロメートル以上）

同

千円 円

405 50,550

管理職手当

課　　長　　50,000円
局　　長　　50,000円
専 門 監　　40,000円
課長補佐　　30,000円
主　　幹　　25,000円

同

千円 円

827 413,658

休日勤務手当 時間外勤務手当による
千円 円

－ －

日直手当

日額4,200円(年末･年始の
み加算措置、1月1日8,000
円、12月31日･1月2日･3日
6,000円、12月29日･30日
5,000円

同

千円 円

－ －

管理職員特
別勤務手当

管理職手当の支給を受ける
職員が公務の運営の必要に
より週休日又は休日に勤務
した場合

同

千円 円

32 16,000

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況
ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数　　　人　 純減率　　　％　

職員数　　　人　 職員数　　　人　

8 8 0 0

イ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
→　６（３）③を参照
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